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「非常時対応の防災」から「日常対応の防災」へ

引用元・詳細：臼田裕一郎「デジタル防災技術の未来構想への提案」,
内閣府デジタル・防災技術ワーキンググループ（未来構想チーム）, 第2回, 2021
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「リアクティブ防災」から「プロアクティブ防災」へ

引用元・詳細：臼田裕一郎「デジタル防災技術の未来構想への提案」,
内閣府デジタル・防災技術ワーキンググループ（未来構想チーム）, 第2回, 2021



4

「データ・情報の統合防災」から「知の統合防災」へ

引用元・詳細：臼田裕一郎「デジタル防災技術の未来構想への提案」,
内閣府デジタル・防災技術ワーキンググループ（未来構想チーム）, 第2回, 2021
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インターネット・メディア・AIの防災・減災活用に関する政策提言

インターネット・メディア・AIを活用して
被災者に寄り添う防災・減災を実現する55
の政策提言 ～電脳AIが内閣総理大臣の情報
参謀に任用される時代をめざして～

共同代表5人と22の有識者が5回の会合を経
て作成・発表

引用元・詳細： https://www.bosai.go.jp/info/press/2018/20180417.html

電脳防災コンソーシアム
2017年、慶大/NICT/NIED/
ヤフー/LINE有志が設立
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官民データ連携における諸課題と解決法に関する提言

引用元・詳細： https://ai-bosai.jp/proposal_dl/

AI防災協議会
2018年、産官学が一丸と
なって、AI・SNS等をはじめ
とする先端技術・ITインフラ
を活用することによって、災
害に対するレジリエンスを向
上させ、防災・減災にかかる
課題解決を目指すことを目的
に設立。

https://ai-bosai.jp/

官民データ連携における諸課題と解
決法に関する提言―オープンな議論
に向けた土台づくり― Ver. 0.98

防災の便宜上の区分けである公助・
自助・共助・業助の各セクターと、
それを調整する役割を担う第４セク
ターのそれぞれについて、現状およ
び課題を示し、各セクターが共通認
識を持って議論できるよう、歩み寄
れる視座の土台を築くことを目指す
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AI防災協議会からの意見
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AI防災協議会からの意見
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AI防災協議会からの意見
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AI防災協議会からの意見
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AI防災協議会からの意見



12

AI防災協議会からの意見
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AI防災協議会からの意見
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能登半島地震での防災DX支援活動を踏まえた課題認識

防災DX官民共創協議会
2022年、デジタル庁の呼びか
けにより、防災分野における
データ連携等の推進を通じた
住民の利便性の向上を目指し
設立。

https://ppp-bosai-dx.jp/

引用元・詳細： https://ppp-bosai-dx.jp/

能登半島地震を踏まえた防災
DX支援活動と課題認識

被災地の状況把握とベストエ
フォートでの課題解決支援を
民間企業・自治体中心の有志
のチームとして実施するとと
もに、課題認識を具体化。自
民党デジタル社会推進本部防
災DXPT(2024.3.26)をはじめ、
多くの会議、講演、イベント
等で共有。政府の政策にも順
次反映。
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見



23

防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見



34

防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX官民共創協議会からの意見
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防災DX推進のための「実務×研究」体制
防災DXの更なる推進のため、シンクタンク機能、インテリジェンス機能、情報流通・利活用支援機能が重要
実務：政府（防災庁、各府省庁）、各地域への技術的助言等の支援を強化
研究：国や地域の実務を踏まえた研究を実施することで、より実効性のある防災研究を推進
研究機関、海外機関との連携のほか、地方自治体、地方大学、民間企業等と連携し、オールジャパンの体制を構築

引用元・詳細： 国立環境研究所 気候変動適応センター Webページ

（参考）国立環境研究所 気候変動適応センター
気候変動適応法に基づき設立。研究×支援を両立、情報プラットフォームの運用も実施。全国・各機関との協力体制を構築。
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SIP4D（基盤的防災情報流通ネットワーク）を介した高度化

• SIP4Dを介した新規技術・知見・情報の提供により、産官学共創の
防災立国に貢献
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防災資源情報の標準化と分散型防災資源インベントリの構築
■課題： 市町村が保有している防災資源（避難所等の施設、物資、人材等）の情報

は部局・組織毎にバラバラに管理されていて、発災後の臨機の活用が困難。
■概要： ● 国が防災資源情報を標準化し、基礎自治体が共同利用できる分散型の

インベントリを構築する。
● インベントリは国が共通仕様を提供、原則として都道府県毎に構築、
それらを統合したデータスペースを国が運用する。

● 都道府県、市町村は部局に関わらず、国の標準カタログに指定された
防災資源はすべてインベントリに登録して管理する。

■効果： 大規模災害発生時の資源調達・配分を統合的なシステムで運用することが
でき、非被災地域・被災地域間の迅速な資源の最適化が実現できる。

防災資源
統合インベントリ

(DataSpace)

C地域
防災資源DB

B地域
防災資源DB

A地域
防災資源DB

指定避難所

備蓄

重機・建機

地域NPO

臨時避難
施設

……

地方公共団体
運営：防災庁

運用：委託事業者

標準化

利活用：災害対応機関
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未然の防災を支援する灯火 D2-Hub
自然災害という嵐に備える灯台（D2-Hub）を築き、社会が進む道を見つける手助けをする

政府・自治体・研究機関・民間団体が持つ自然災害・防災に関する情報を横断的に収集し、

個々のステークホルダーにとって有用なIntelligenceを自動的に分析し、このアーカイブ（蓄

積）を発信し、検索・閲覧・活用できるD2-Hubの構築を通じて国民・社会が主体的に学び、理

解し、実践する力を養い、プロアクティブ防災が牽引する社会構造への変革の基盤とする

都道
府県

府省庁 災害誌
地方公共
団体

調査
写真

観測
データ

新聞映像 教訓集
防災
教育

個々のステーク
ホルダー

Intelligence
自動分析

アーカイブ
メタデータ付与

検索・閲覧
活用

災害対応
記録

発信

横断的収集・権利処理提供義務

自然災害・防災に関する情報

未然の防災を支援する灯火 D2-Hub

D2-Hub ＝ Disaster/Digital Intelligent Hub

主体的・自律的な
防災活動の支援
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防災デジタルツインの構築
• 現実の環境をサイバー空間にリアルタイムで再現し、様々な試行を行い、そ
の結果から現実環境を変革する仕組（防災デジタルツイン）

災害動態時空間
データベース
DDS-DB

自然動態✕社会動態

･･･

災害動態シンセサイザ
DDS-SY

基本演算機能群

解析シナリオ解析シナリオ

DDS-SY
ラスター演算機能

ベクター演算機能

時系列演算機能

解析データ
浸水想定区域内
曝露建物数推定値

土砂災害警戒区域内
曝露人口推定値

浸水想定区域内
曝露人口予測値

浸水想定区域内
曝露人口推定値

浸水想定区域内
曝露人口変化率

土砂災害警戒区域内
曝露建物数推定値 …

解析シナリオ

解析パラメータ

都道府県
市区町村別
職員負荷係数

推計

浸水想定区域内
曝露人口推計

… …

意思決定支援
情報プロダクツ

災害救助法適用推定

災害救助法適用予測

職員負荷推定

職員負荷予測

激甚災害指定推定…

空間論理演算機能

動態データ

静態データ

解析シナリオ
解析シナリオ

解析テンプレート
社会観測
データ

国勢調査人口

自然✕社会
曝露人口

条件

抽出する

自然観測
データ
実効雨量

抽出しない

浸水想定
区域内
人口

半減期1.5時間実効雨量

半減期72時間実効雨量

流域雨量指数
現況値・予報値

都道府県被害報

解析雨量
現況値・予報値

…
250ｍメッシュ

建物数

250ｍメッシュ
人口

浸水想定区域
ポリゴン

都道府県・市区町村
ポリゴン…

SIP4Dを介して流通する
データをリアルタイムで

変換・蓄積

･･･

①現実の再現

DDS-DBのデータをAI等
で解析するシナリオを自在

に作成・自動稼働

DDS-SYの解析結果を
実務者の意思決定粒度に

合わせて可視化

災害動態ビジュアライザ
DDS-VI

②現実の試行 ③現実の変革

解析
シナリオ

A

解析
シナリオ

B

解析
シナリオ

C

Dynamic Data Synthesis (SIP4D災害動態解析機能)
防災デジタルツインを構成する3つの要素
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フィードフォワードとインテリジェンス

• フィードバックとして改善するだけでなく、未来を予測しフィードフォ
ワードで先手を打つ

• 状況を示すインフォメーションから行動・判断を促すインテリジェンスへ
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InformationSUT→IntelligenceSUTへ

• 国難災害・広域／連続災害に対応するため、従来のISUTを拡張し、高度な知見
を有する専門家集団（インテリジェンスチーム）として、適切な災害対応を提案でき
る体制を構築

（国と地方・民間の「災害情報ハブ」推進チーム
第５回（平成30年6月8日））

ISUT構想当初のイメージ

ISUT将来構想のイメージ

IntelligenceSUT 防災DX
ナショナルセンター
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災害動態の蓄積・知識化と防災AIの構築・活用

• 災害動態情報を余すことなく蓄積
• 人や社会と共に学習し、成長する防災AI（人工知能）の構築・活用

「AIは学習が大事です。
日本は災害大国なので学
習できることがたくさん
ある。どんどん学習させ
てAIを育てていく。AIと
一緒になって我々も一緒
に育っていく社会になっ
ていくことが必要」

引用元： NHK 明日をまもるナビ
「防災・減災 AI技術活用最前線」, 2025.3.16被災者支援AIサービス開発基盤

防災デジタルツイン
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生成AIによる訓練から実災害対応までの一括支援
◆課題認識◆
• 災害対応の主体となるべき自治体では、

人事異動のため、発生頻度の低い
災害対応に関する知見の蓄積が困難

• 訓練においても、災害シナリオ作成等に
必要な知見の蓄積が困難

◆解決のための提案◆
• “(仮称) 災害対応知見RAG（補足）”を構築し、

生成AIによる訓練から実災害対応まで支援
• 地域特性に応じて全国数か所のRAGを構築し、

さらに訓練/災害対応の結果等を蓄積することで、
より高度でかつ地域の特性を反映した
訓練/災害対応支援を実現

◆開発の基礎となる知見◆（詳細は次頁）

• SIP第3期で生成AIによる付与条件作成システム
を開発中

• 2025年2月現在、有効性の検証中
⇒ 好評：訓練準備の労力が半分以下

◆司令塔機能を発揮すべきポイント◆
《生成AIによる知見蓄積機能の構築と運営》
• 全国の各防災関係機関が実施する防災訓練や

実災害対応で得られた知見を蓄積するための
RAG構築と蓄積作業（暗黙知⇒形式知）の支援

《全国の知見の集約と検証》
• 蓄積された知見を集約、検証し、

SOP (Standard Operating Procedure)
として我が国の英知として整理（形式知⇒共有知）

４月
補足）Retrieval Augmented Generationは、

大規模言語モデル（LLM）と外部情報の検索を組み合わせ、
回答精度を高める自然言語処理（NLP）技術
日本語では「検索拡張生成」

災害外力
の入力人の処理

AIの処理 被害想定
の作成

追加条件等
修正加筆

訓練シナリオ
の作成

追加条件等
修正加筆

付与条件
の作成

RAG：検索拡張生成

生成AIによる付与条件作成システムの概要
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都道府県および実動機関 統一システムの開発と提供
◆課題認識◆
• 災害時の情報集約は、

市町村⇒（情報）⇒都道府県 であり、
“被害が大きくなるほど被災した市町村に
負担を強いる”
という、枠組み自体が極めて脆弱

◆解決のための提案◆
• 災害対応能力の高い実動機関

（消防、警察、自衛隊等）や消防団等、
各防災関係機関が情報を補完しながら、
被害状況や対応状況を共有できる
統一システムの開発と提供が必要

• 統一システムを防災庁が維持管理すれば、
毎年発生する災害の対応知見を蓄積し、
常に最新のシステムを社会に提供可能

◆開発の基礎となる知見◆（詳細は次頁）

• SIP第3期で実動機関の標準システムを開発中
• 徳島県や宮崎県等で導入実績あり
• 2025年度前半にSOBO-WEBと連接予定

◆司令塔機能を発揮すべきポイント◆
《継続的なサービス提供》
• 仕様の統一たけでは、各メーカーが独自システム

を開発し、システム統一の維持が困難
• 全国の都道府県および実動機関に
継続的にサービスを提供する体制構築が必要

《中央と地方の“対応主体”切り分け》
• よくある災害： 都道府県が主体となり対応
• 大規模災害： 中央が主体となり対応
⇒ “閾値”を跨ぐ円滑な運用が必要

県
情報共有

写真：2020年台風10号への
対応中の宮崎県庁の様子

SIP4D-Xedgeを元に開発された
宮崎県総合防災情報システム
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自治体応急対応DX

• １つの共通的な仕組みで
市町村の応急対応に必要
な情報を集約＆参照し、
対応に必要な意思決定過
程を標準化
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自治体・地域コミュニティ向け防災対策実践支援サービス

• 地域の防災・減災対策の実施主体となる自治体や地域コミュニティが、自
らの地域のリスクを理解するとともに、そのリスクに対する対策を実施す
る際に必要な実践手法に関する情報にアクセスできるWebサービス

災害履歴DB

各種観測ｾﾝｻ群、等

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
DB

各種ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ群

防災ﾂｰﾙDB 地域防災
専門家DB

支援専門家 地域

防災対策実践手法DB継続運用のための連携

協
働
型
継
続
運
用

大学

研究機関

学協会

図書館

NPO等

行政

利用

支援

防災対策実践手法データベース

各種防災研究成果DB群の分散相互運用
による統合化

地域防災実践支援
Webサービス
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防災デジタルプラットフォームを基盤とする官民連携防災メタバースの構築

• 現状：内閣府防災が運用する新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を
中核として、様々な災害対応機関が運用する災害情報システムとの連携
を図り情報共有を実現する「防災デジタルプラットフォーム」の構築が
進められている。

• 課題：情報の共有、流通だけでは災害情報を利活用して効果的な災害対
応につなげることに組織や個人によって差が生じる。

• 方向性：情報共有が可能なプラットフォームを土台としつつも、プラッ
トフォームを災害対応機関もしくは個人が上手に引き出し、活用するた
めの支援的機能の開発が必要である。その際に意識すべき要件は以下の3
点。
– 情報そのものの視認性向上（わかりやすい可視化、 3D描画）
– プロアクティブな対応につなげるための予測・推定情報の有効活用
– インタラクティブな情報の推奨機能の搭載
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総合防災情報システム高度活用部隊の設置
現状と方針
災害対応の中核となる内閣府総合防災情報システムにおいて、現状システム運用と利用者支援を行う専

任部隊が存在しない。令和6年度より稼働した新システムでは、旧総合防災情報システムの利用者である
府省庁に加え、1800弱の自治体及び指定公共機関が利用可能となり、更にそれら各機関が所有するシステ
ムとの自動連接およびデータの相互共有が可能となった。
これら膨大な利用者に対し平時・災害時を問わない支援を行い、組織間システム連接を促進し有用な情報
を多数流通させることで、新総合防災情報システムが持つ能力を最大限に引き出すことが可能だと考えて
いる。

従来どおりITシステムとしての正常性維持は外部委託とするが、ITシステムと利用者を結びつけるような
以下業務については防災行政や災害時に発生する情報について理解し、その知識を持って平時より業務当
たる要員が必要である。

（業務例）
・府省庁、自治体等の接続先組織の都合や事情を踏まえ、新総防システムととの連接調整を実施する
・約２０００組織の利用者へシステム活用促進を図り、災害時の情報利用について支援する
・サーバーやネットワークの稼働状況が与える業務影響を考慮しシステム運用を実施する
・平時から配信が必要なＥＥＩについて更新計画を実施し常に最新状態を利用者に提供する

提案
防災行政およびITシステム関する知見をもつ人材で以下業務を担う専門部署を設置する

1. 異なる組織・システムの連接調整に係る業務
2. 平時・災害時の利用者サポート窓口対応（災害時は24時間対応）
3. 流通情報の計画的な更新計画実施や、提供状態の確認
4. 災害時における被災自治体への直接支援
5. システム活用の基礎資料作成や体系的な研修計画の立案と実施
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国家公務員（防災区分）の創設

■ 課題
・内閣府防災にはプロパー職員が存在せず、専門人材が育たない
（防災分野に精通する行政職員を育む「防災スペシャリスト養成研修」
を開講する内閣府防災自体に専門人材がいない）

・２年交替のため、知見の蓄積、人材ネットワークが維持が困難
・省庁の組織体系に倣い組織編成する地方自治体でも同様の課題が発生

■ 提案内容
・防災庁設置に際し国家公務員（防災区分）を創設し専門職採用を実施
（デジタル庁設置に際し、国家公務員（デジタル区分）創設の実績有り）

・防災行政の専門知識を蓄積し、継続的な防災体制を構築
・関係省庁、自治体、民間とのネットワーク強化を図る（人材交流含む）

※新設する防災庁は、これまでの内閣府の位置づけと同様、各省庁を横断的
   に統括する位置づけを維持
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個人情報・プライバシー情報利用のガイドライン化
現状
「防災分野における個人情報の取り扱いに関する指針（内閣府防災作成）」など、地方公共団体などの

行政機関向けの指針はあるものの、民間企業等に関する指針はない。
企業が個人情報を活用するためには個人情報保護委員会に認められた「認定個人情報保護団体」の設立

が必要となるが、個人情報活用による利益が見込める業態に限られる。
• 利益の見込み難い防災業界においては、認定個人情報保護団体が困難である
• IoT等の多種多様なセンサデータの活用のために事前に認定個人情報保護団体を設立しておくこ

とは困難である
個人情報保護ガイドライン規定はあるが、どのような災害の時、いつ、どのデータをどの機関に渡して

よいのか決められておらず、災害対応や人命救助に活用されていない。
• 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき（法

第18条第3項第2号関係）
• 事例2）大規模災害や事故等の緊急時に、被災者情報・負傷者情報等を家族、行政機関、地方自治体等に提供する

場合

ガイドライン化の提案
1. 災害のどの段階で、どの機関にデータが提供できるのかを明確にする。
2. データ提供者が不利益を被らないようにするための制度化（訴訟リスク等の軽減）
3. 物資支援と同等に対価をデータ提供者に支払う仕組み作り
4. データの提供先を公的機関だけとせずに、民間等へも提供可能とする仕組み作り

利用例
例１）宅内にあるセンサデータから在宅状況を検出し、救命救助の効率化、在宅避難状況を把握する。
例２）監視カメラ、ドローン映像に個人識別可能なものが映っていてもその映像情報の活用を許諾する。
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防災関連データのアンカーテナンシー制度の構築

■ 課題
・防災に有用なデータは災害時のみに需要が高いため、平時にはコスト負担
されないケースが多い
・災害対応時にはデータ提供元の善意による無償提供のケースも多く、デー
タ提供者が対価を得られないことが多い
・以上の構造から、防災に有用なデータの技術開発、社会実装はハードルが
高い

■ 提案内容
・日本版EEI（災害対応基本共有情報）に関連する情報項目として認定でき
るデータについては、政府が契約、継続購入を行い、技術開発・社会実装を
後押しする制度を構築する。
（宇宙業界では、本概念に基づいた枠組みが構築されている）
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災害時情報開示制度

• 公的機関が所有する情報を災害時、復興時に開示請求する制度
• 開示された情報は原則、オープンデータとして公開する。

• 災害時、復興時に必要と想定される情報に関しては、事前に各機関にメタデータ
を提供を義務付け、データベースを構築することで、迅速な公開を可能とする。
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